
 551

深部構造 浅部構造 深部構造＋浅部構造

 

 

図 9 深部構造と浅部構造の情報がある観測点における理論的サイト増幅特性(実線)と経験的サイト増

幅特性(薄太線)。薄細線は経験的サイト増幅特性の標準偏差を示す。深部構造を用いた場合(左)、浅部

構造を用いた場合(中央)および深部構造と浅部構造を合成した構造(右)を用いた場合を示す。 
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図9 続き 
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深部構造 浅部構造 深部構造＋浅部構造

 

 

図 10 深部構造と浅部構造(近くの検層データを代用)の情報がある観測点における理論的サイト増幅

特性(実線)と経験的サイト増幅特性(薄太線)。薄細線は経験的サイト増幅特性の標準偏差を示す。深部

構造を用いた場合(左)、浅部構造を用いた場合(中央)および深部構造と浅部構造を合成した構造(右)を

用いた場合を示す。 
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図10 続き 
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図 11 深部構造の情報しかない観測点における理論的サイト増幅特性(実線)と経験的サイト増幅特性

(薄太線)。薄細線は経験的サイト増幅特性の標準偏差を示す。 

 

考察 

震源の放射特性 

鶴来他(2002)は基盤スペクトルを算出する際式(1)のRとして、個々の地震の震源メカニズムに依存しな

い一定の値すなわちS波の放射特性のRMS値(<RSH
2 + RSV

2>1/2＝0.63)を与えている。高周波数帯域では放

射特性が不明瞭となるので、個々の地震の放射特性そのものをRMS 値で近似するという処理は現実的で

ある。しかし放射特性が明瞭に現れる周波数帯域に関しては検討の余地があるかもしれない。まず、鶴

来他(2002)では観測スペクトルの評価の際に水平2成分の2乗和の平方根がとられその後に多数の地震

についての平均操作がなされているのだから、直観的には、平均放射特性RとしてはMRS値(<(RSH
2 + RSV

2) 

1/2>＝0.60 (Boore and Boatwrite, 1984))を用いるほうが相応しいと予想される。以下に、震源の放射

特性が明瞭な低周波数帯域を想定してこのことを説明する。 
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堆積層におけるS波の増幅は次式で表される。すなわち、 
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添字のkはk番目の地震を表す。Ik
SH(f)、Ik

SV(f)はそれぞれ堆積層に入射するSV波、SH波、ZSH
T(f)、ZSV

R(f)

は堆積層による増幅特性で単位振幅のSH波、SV波入射に対する地表面の応答(Tangential成分、Radial

成分)、Ok
T(f), Ok

R(f)は地表面で観測される地動のTangential成分、Radial成分である。ここではいず

れも振幅スペクトルとして考えれば良い。鶴来他(2002)と同様に震源を含む地震基盤を均質な半無限媒

質とすれば、堆積層に入射するSH波、SV波はそれぞれ、 
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ただし、 
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と表せる。RSH, RSVは SH 波, SV 波の放射特性、(strikek, dipk, rakek )は k 番目の地震の震源メカニズ

ム、(ik, φk )はS波の射出角と観測点に向かう方位角である。なおここでは震源の放射特性について検

討しているので、R 以外のパラメータや関数は鶴来他(2002)の設定を妥当とみなして彼らと同じものを

用いることとする。 

k番目の地震に対応する基盤スペクトルは、式(1)より、 
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であるから、式(4)、(5)より、 
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ここで近似的に、 
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が成り立つと仮定する。堆積層への入射角が小さい場合にはSV波からP波への変換効率が悪いため式(7)

の近似は妥当と考えられる。 

  鶴来他(2002)で定義されるk番目の地震の観測スペクトルDk(f)は振幅スペクトルの2乗の平方根だか

ら、 
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式(8)に式(3)、(6)、(7)を用いれば、 
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よってk番目の地震に対応するサイト増幅特性Rk(f)は、 
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最終的に得られるサイト増幅特性R(f)はkについての集合平均であるから、 
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ただし<>はkに関する平均(期待値)操作を表す。式(11)より、 <(RSH
2 + RSV

2) 1/2> (RFsPR)
-1=1となるよう

にRFsPRの値を設定すれば鶴来他(2002)が定義するサイト増幅特性はモデルの増幅特性Z(f)/2(地表面の

影響を除去するため2で割っている)に一致することが分かる。しかし鶴来他(2002)が設定する値R=0.63, 

Fs=2, PR=1およびMRS値<(RSH
2 + RSV

2) 1/2>=0.60を代入すると、 

.2/)(95.0)( fZfR =                                (12) 

つまり実際にモデルに与えられている増幅特性よりも5%程過小評価となる。 

それ以上に重要なことは次の通りである。つまり、MRS 値(0.60)は全震源球面にわたる S 波の放射特

性の積分値を平均したものだから、式(11)における期待値にMRS 値を採用するということは、震源があ

らゆる方向、震源距離に分布することを想定するということ(基盤を半無限媒質と仮定しているので上半

球からの放射しか寄与しないから面積分は上半球のみで実行すべきだが、いずれにしてもMRS 値は同じ

である)、あるいは用いる地震の震源メカニズムが多様ですべてのメカニズムが均等に含まれていると想

定するということである。このような想定を妥当とみなせるならば、放射特性が明瞭に現れる周波数帯

域であっても個々の地震の震源メカニズムを考慮する必要はなく、常にMRS 値を用いていれば良い。し

かし震源分布、震源メカニズムの双方に偏りがある場合にはこのような扱いはできない。 

経験的サイト増幅特性の評価方法として広く用いられている岩田・入倉(1986)の方法でも個々の地震

の放射特性は考慮されていないが、彼らの方法の場合、全観測点に対して同一の放射特性とみなせるよ

うな遠方の地震を用いる限り放射特性の無視は問題にならない。彼らの方法では解析に用いる観測点の

うちサイト増幅特性が最小の観測点が基準とされる(増幅率2とされる＝基盤スペクトルとみなされる)

からである(ただし周波数ごとにこのような処理がなされるためある観測点のスペクトルをもって基盤

スペクトルとみなすわけにはいかない)。つまり彼らの方法では観測スペクトルと基盤スペクトルのいず

れもが同一のデータセットから推定されるのであり、各観測点の増幅特性はそれが最小の観測点を基準

として相対的に評価される。この場合放射特性が全観測点で同じであれば、その影響はキャンセルされ

る。 

上述のような考察の一方で、現実には震源分布や放射特性の偏りはそれほど問題にならないかもしれ

ないという可能性もある。上の議論では最初に観測点に到達するS波にのみ着目しているが、実際の経

験的サイト増幅特性の評価には、反射を繰り返してやや遅れて到達する他の位相の影響が含まれている

からである。これは経験的サイト増幅特性の評価にあたって観測波形をスペクトルに変換する際、観測

波形にある程度の時間長のデータウインドウを適用することに起因する。データウインドウ内に含まれ

る複数の異なる位相に同じ放射特性の補正を適用するよりもむしろこのような場合は最初から放射特性

として指向性のない平均値を用いるほうが現実に則しているかもしれない。 

岩田・入倉(1986)の方法と鶴来他(2002)の方法の本質的な相違は、基盤スペクトルを相対的評価する
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か絶対評価するかということにある。岩田・入倉(1986)の方法で経験的サイト増幅特性の絶対値を評価

するためには、あるいはスペクトル形状の概観を把握するためには、（周波数ごとに）地震基盤とみなし

得る観測点を必要とする。これに対し鶴来他(2002)の方法では理論に基づいて基盤スペクトルを絶対評

価するため、そのような観測点がなかったとしても経験的サイト増幅特性の絶対値あるいはスペクトル

形状を把握する事ができる。 

 

平滑化のためのパラメータ 

経験的サイト増幅特性の評価手法の項で説明したように、観測スペクトルの評価の際には平滑化ウイ

ンドウが適用されている。その際平滑化の度合を調節するパラメータの与え方には任意性があり、それ

によりスペクトルの概観もかなり変わってくる(図12)。 

 

 

図12 平滑化のパラメータがスペクトルの概観に及ぼす影響。深部構造を用いて計算したMRGの理論的

サイト増幅特性（平滑化ウインドウなし）（最左）に式(2)で示される平滑化ウインドウをパラメータを

変えながらかけた結果を示す。 

 

鶴来他(2002)あるいは本研究における平滑化には、スペクトルをきれいに見せるあるいは互いに比較

しやすくするというだけでなく、意味のない起伏を省くという目的がある。つまり経験的サイト増幅特

性の評価について言えば、解析する地震の個数が限られているために、スペクトル比のアンサンブル平

均を取るだけでは震源特性や伝搬特性の相違などを完全に除去できないので、過剰な解釈を防ぐために

平滑化がなされている側面がある。念のために付記すると、時系列解析におけるピリオドグラムの推定

でもアンサンブル平均あるいは平滑化がなされるがそれらは標準誤差の減小という意味を持ち、ここで

のアンサンブル平均や平滑化とは本質的に意味合いが異なる。ここでのスペクトルの扱いは本質的に決

定論的である。 

理論的サイト増幅特性について言えば、計算に用いられる速度構造が誤差を含んでいたりあるいは平

均的なモデルであることを考慮すると、あまりに細部にまで計算結果を評価しても意味がないというこ

とから、最初から細部を除去する目的で平滑化がなされている側面がある。 

速度構造が誤差を含む平均的なモデルであることに対応する理論的サイト増幅特性を計算するための

手続きとしては、速度構造に確率的なゆらぎを与えて平滑化なしで理論計算を多数回繰り返し、最後に

その統計をとれば良いだろう。各計算結果はピークの位置や大きさが微妙にずれるため、それらを平均

して得られる増幅特性は、各回ごとのそれを平滑化したような概観になると期待される。例えば図

13(左)は、各層のS波速度と密度に標準偏差10 %の正規分布に従うゆらぎを与えて平滑化なしで理論計

算を 50 回繰り返して得られた平均理論的サイト増幅特性と単に平滑化を施した理論的サイト増幅特性

平滑化なし
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との比較である。この場合の平滑化のパラメータは(A, B, fl)=(0.07, 0.5, 0.15)としている。同図を

見れば両者が良く一致することが分かる。同図(右)は同様な処理で標準偏差を 5 %とした場合である。

同図(左)と比べてピークの数が増えるので、平滑化のためのパラメータも適当に調整することになる。

この場合(A, B, fl)=(0.07, 0.17, 0.44)とした。ここでは速度と密度にバラツキを与えた場合を示した

が、層厚にバラツキを与えて得られる平均理論的サイト増幅特性についても上記とほぼ同様のことがい

えるようである。 

限られた速度構造のゆらぎの範囲あるいは平滑化のウインドウ幅の範囲でではあるが、理論的サイト

増幅特性を平滑化した結果は速度構造にゆらぎがある場合の平均理論的サイト増幅特性と良く対応する。

つまり理論的サイト増幅特性の平滑化には、与える速度構造の曖昧さを吸収する働きがあるといえる。

図 13(左)で用いた平滑化のパラメータセットは鶴来他(2002)および本研究で用いたものと同一だから、

鶴来他(2002)が評価した経験的サイト増幅特性と比較するという目的においては、理論的サイト増幅特

性の計算に用いる速度構造にはS波速度、密度、層厚に対し標準偏差10 %程度の曖昧さが許容されると

考えて良さそうである。 

 

平均

平滑化

平均

平滑化

MRG MRG

 

図 13 速度と密度に正規分布に従うゆらぎを与え平滑化なしで理論計算を50 回繰り返して得られた平

均理論的サイト増幅特性と単に平滑化を付けて計算した理論的サイト増幅特性との比較。 

 

速度構造モデル 

香川他(2002)は東灘の深層ボーリングデータについて1500m以上の深部まで1mごとに詳細にモデル化

して理論的サイト増幅特性を評価し、同深度までを3層で近似した大局的なモデルで表層20mのみを詳

細に記述した構造を用いて評価された理論的サイト増幅特性と比較した。その結果、両者に顕著な相違

は見られなかった。本研究では、大阪盆地内の観測点における理論的サイト増幅特性を評価するために、

大局的な深部構造に表層20m 程度までの詳細な構造を乗せたモデルを採用した。その効果は結果の項で

見た通りである。 

  上記の香川他(2002)および本研究のどちらも、理論的サイト増幅特性は水平成層近似で1次元重複反

射理論により評価されている。水平成層近似の妥当性を検討するためには3次元差分等で評価された理

論的サイト増幅特性と水平成層近似による評価結果とを比較すべきだが、これは今後の課題とする。最

終的には、浅部から深部まで詳細に記述した1次元構造モデル、同3次元構造モデル、浅部は詳細だが

深部は大局的な1次元構造モデル、同3次元構造モデルを用いて理論的サイト増幅特性をそれぞれ評価

し、比較検討する必要がある。 

  近い将来起こると予想される南海・東南海地震のような近海巨大地震の場合、サイト増幅特性の評価
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に加え伝搬特性の評価の重要性が増すが、伝搬特性の評価においては3次元的なテクトニック構造を考

慮することが精度向上のために重要なようである(Petukhin et al., 2003)。テクトニック構造に関して

は、現在得られている知見では、サイトと呼ばれるような浅部構造と比較してごく大局的な扱いになら

ざるをえない。サイト特性、伝搬特性、震源特性を統合的に評価しようとする立場においては、各特性

を記述するためのモデルのスケールが著しく異なるのはバランスが悪いように感じられるかもしれない

が、本研究で示された結果、すなわち浅部は詳細だが深部は大局的なモデルの実用性が期待されるとい

う結果は、サイト特性、伝搬特性の評価に用いる構造モデル間でスケールが異なることに対する許容性

を示唆しているのかもしれない。 

 

(d)結論ならびに今後の課題 

まとめ 

大阪盆地内の1観測点(森河内, MRG)についてSH波の重複反射理論に基づいてサイト増幅特性を計算

し、鶴来他(2002)が評価した経験的サイト増幅特性と比較した。理論的サイト増幅特性の計算には、宮

腰他(1999)に基づく深部(深さ1800 m程度)までの平均的速度構造(深部構造)と検層による浅部(深さ26 

mまで)の詳細な速度構造を合成した構造を用いた。大阪盆地内の複数の観測点における理論的サイト増

幅特性の評価結果からは、その基礎的な特徴については次がいえるようである。つまり、1Hz 程度より

も低周波数側では、理論的サイト増幅特性は深部構造により特徴付けられる。1Hz 程度よりも高周波数

側では、深部構造がトレンドを与え浅部構造が意味のある起伏を与える。したがって我々は深部構造と

浅部構造の両方のスケールで速度構造を把握しなければならない。また高周波数側におけるスペクトル

のトレンドを決定するためには深部構造の減衰構造を精度良く把握する必要がある。 

MRGにおける理論と経験の比較結果としては、0.5-10 Hz程度の周波数帯域に着目する限り、理論的サ

イト増幅特性は絶対値を含めて経験的サイト増幅特性に良く似たものとなった。この結果は深部構造と

浅部構造を合成した構造を用いてのサイト増幅特性の予測可能性を示唆するものと期待される。ただし

最終的には、深部構造としても詳細な構造を用いた場合および理論的評価における水平多層近似が評価

結果にどのような影響を与えているか等について系統的に分析して結論付ける必要がある。 
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